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歳出予算事業概要書

県支出金

7 223賃金
11 96需用費
12 役務費
13 委託料
15 3,308工事請負費
18 備品購入費
19 負担金補助及び交付
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調整結果額
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一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

害応急復旧工事を実施する。被災箇所の土砂除去、土のう積み等を行う。
（２）事業の必要性

　毀損箇所の応急の災害復旧が可能となり、史跡の崩壊を食い止めることができる。

た箇所があり、早急に土砂を撤去し、旧状に復する必要がある。
　今後、被害が進むことが考えられ、応急処置が必要である。また、民地へ土砂が流入し

　平成１８年７月豪雨により毀損した国指定史跡上淀廃寺跡、国指定史跡向山古墳群の災
（１）事業の概要

２　向山古墳群関係災害復旧経費　　３，３５３千円
１　上淀廃寺跡関係災害復旧経費　　　　２７４千円

　さらに、民地へ流入した土砂を撤去でき、他者に対する悪影響を除去できる。
　また、今後の被害の拡がりを防ぐことができる。

文化財保護法

公有地

会計 001 一般会計 13款 04項 01目 00200000事業 1頁


